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確定拠出年金の給付は下表のとおり、「老齢給付金」、「障害給付金」、「死亡一時金」、「脱退一時金」の４種

類があります。給付の受給要件を満たした場合、請求者は給付請求のため「裁定請求書」と必要な添付書類を

提出します。弊社にて印鑑証明書による本人確認等の事前点検を行った後、裁定請求日を記入のうえＮＲＫへ

送付します。ＮＲＫでは給付の裁定※を行い、裁定の結果支給可能な場合は、資産管理機関より請求者へ給付

金が支払われます。 

※加入者等が給付を受けることについて、判断、決定することをいいます。確定拠出年金制度では、記録関

連運営管理機関が裁定を行います。 

この章では確定拠出年金の給付の概要、および事業主が行う具体的な事務について説明します。 

 

給付の種類 年金・一時金の区分 呼称 

老齢給付金 
年金 老齢年金 

一時金 老齢一時金 

障害給付金 
年金 障害年金 

一時金 障害一時金 

死亡一時金 一時金 死亡一時金 

脱退一時金 一時金 脱退一時金 

 

（１）老齢給付金   

①受給要件 

６０歳に到達した日（満年齢で６０歳になる誕生日の前日）の前日が属する月以前の通算加入者等期間に

応じて、加入者または運用指図者が下表の年齢に達したときに、老齢給付金の受給要件満了となります。

その後、加入者については資格喪失年齢到達時、あるいは退職による資格喪失時、運用指図者について

は、受給要件満了日に受給権を取得します。 

通算加入者等期間 受給要件満了年齢 

１０年以上 ６０歳 

８年以上 ６１歳 

６年以上 ６２歳 

４年以上 ６３歳 

２年以上 ６４歳 

１月以上 ６５歳 
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６０歳に到達した日（満年齢で６０歳になる誕生日の前日）の前日が属する月以前において、通算加入者等期

間が１０年以上であれば、６０歳が受給要件満了年齢となります。（受給要件満了のみでは、老齢給付金は受

け取れません。） 

✍ポイント 
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通算加入者等期間とは、以下のａ．とｂ．の期間を合計したものです。 

ａ．６０歳に到達した日の前日が属する月以前の間で、確定拠出年金の加入者または運用指図者であった

期間 

ｂ．確定給付制度（企業年金・退職手当制度等）から確定拠出年金に資産を移換した場合には、その移換

対象となった期間 

※個人型確定拠出年金に同時加入している場合はその加入者等期間も通算することができる場合があり

ます。 

 

②受取方法 

受取方法は受給権者が以下の中から選択します。 

ａ．全額を年金で受取る 

ｂ．一部を一時金で受取り、残りを年金で受取る 

ｃ．全額を一時金で受取る 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③年金給付のタイプ 

年金給付のタイプには下表の２種類があります。 

規約の規定内容に応じて、受給権者は下記のいずれか一方のタイプから年金を受給すること、両方のタイ

プから年金を受給することが選択できます。ただし、年金商品による年金給付は、規約において年金商品

が運用商品として定められており、かつ生命保険会社が提供する年金商品が商品ラインナップに組み込ま

れている場合に限ります。 

年金給付のタイプ 内容 

分割取崩型年金 年金支給開始後も、年金支給開始前と同様の運用商品での運用を継続し、規約で

定められた支給予定期間、年間支給回数に応じて取崩を行います。（例：定期預

金、投資信託など） 

年金商品 年金支給開始後は、年金支給開始後専用の運用商品（年金商品）で運用を行い、

年金を支給します。 

一定期間受取ることが可能な「確定年金」や、生涯受取ることが可能な「終身年金」

などがあります。 

 

・給付金の受取方法はプランによって異なりますので注意してください。 

・年金での受取りを選択した場合でも、プランによっては５年以上受給後、残額を一時金での受取りに変更す

ることも可能です。 

・一部一時金支給は１回に限り認められています。 

・一時金の額は、すべての運用商品の現金化が完了した日の個人別管理資産額です。 

・詳細については規約を確認してください。 

注意
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ａ．年金の支給開始月 

年金の支給は、裁定請求日（弊社での受付日）の翌月から開始します。 

 

ｂ．年金の支給予定期間 

年金（終身年金を除く）の支給予定期間は、下表の範囲内で規約に定められています。 

給付の種類 支給予定期間の範囲 

老齢年金 ５年以上２０年以下 

 

 

 

 

 

 

 

ｃ．年金の年間支給回数および支給月 

年金の年間支給回数および支給月は、１つもしくは複数の選択肢が規約に定められています。 

代表的なパターンは下表のとおりです。 

 

年間支給回数 支    給    月 

１回 １２月 

２回 ６月、１２月 

４回 ３月、６月、９月、１２月 

６回 偶数月 

 

ｄ．年金支給日 

規約で定められた日となります。 

多くの規約では、毎月１日（銀行休業日の場合は、その翌営業日）と規定されています。 

詳細については規約を確認してください。 

 

ｅ．ｂ．～ｄ．を踏まえた支給事例 

年金は、支給対象月の最後の月の翌月に、支給対象月の年金を支給するという後払いになります。 

例示すると以下のようになります。 

裁定請求日（運営管理機関受付日）： ２月１０日  支給回数：年４回（１月、４月、７月、１０月） 

支給日：該当月の１日 

 

 

 

 

複数の支給予定期間の選択が可能である旨規約で定められているときは、受給権者がその中から１種類の

支給予定期間を選択します。 

注意
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2 月 3 月 

年金支給開始月 
4 月 5 月 6 月 7 月 

 

 

ｆ．年金額 

年金給付のタイプに応じて、下表のように年金額が決定されます。 

ただし、年金額（終身年金から支給する年金額を除きます。）は、裁定請求日の前月末日の個人別管

理資産額※の「１/２０以上１/２以下」としなければなりません。 

※ ＜給付金の一部を一時金で支給する場合＞ 

個人別管理資産額から当該一部一時金を控除した後の額 

＜終身年金を支給する場合＞ 

個人別管理資産額から終身年金の年金原資を控除した後の額 

なお、分割取崩型年金と年金商品との双方から年金を支給する場合も、全体の年金額（終身年金から支給

する年金額を除きます）でこの上下限を判定します。 

年金商品については、「１／２０以上１／２以下」となるよう運用商品販売会社で年金額が設定されますが、

分割取崩型年金給付については、受給権者が年金計画作成時に年金額が「１／２０以上１／２以下」となる

よう取崩割合を指定します。 

 

 

 

 

 

 

 

年金給付タイプ 年     金     額 

分割取崩型年金 裁定請求時に受給権者から指定された年金給付年度※1 ごとの取崩割合※2 及び裁

定請求日の属する月の前月末日以降の個人別管理資産額に基づいてＮＲＫで年

金額を確定します。 

※１ 年金支給開始月（毎年の年金支給開始月の応当月）から翌年の年金支給開

始月の前月までの期間を「年金給付年度」といいます。 

※２ 取崩割合の指定方法として「均等払い」、年金給付年度ごとの「割合指定」の

いずれかの方法を選択します。 

年金商品 運用商品販売会社（生命保険会社）が、年金の支給予定期間、年間支給回数、生

年月日、性別等により決定します。 

＜年金商品で終身年金を選択した場合＞ 

年金商品で終身年金を選択した場合、商品販売会社によっては年金支給開始後の一時金支給を認めてい

ない場合があります。 

終身年金と他の運用商品との双方から年金の支給を受けている年金受給者は、規約で年金支給開始後の

一時金支給を認めている場合であっても、一時金の支給が受けられませんので注意してください。 

注意

2/10 裁定請求日 

▼ 

支給対象月 支給対象月 

支給対象月 3 月分 

4/1 年金支給日 

▼ 

支給対象 4～6 月分 

7/1 年金支給日 

▼ 
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（２）障害給付金 

①受給要件 

加入者または運用指図者の障害の程度が国民年金法第３０条第２項に定める障害の程度に該当したとき※

に、障害給付金の受給権を取得します。 

※ 下記いずれかの条件を満たした場合、障害給付金受給権者として認められます。 

ａ．障害基礎年金の受給者 

ｂ．身体障害者手帳（１級から３級までの者に限る）の交付を受けた者 

ｃ．療育手帳（最重度、重度の者に限る）の交付を受けた者 

ｄ．精神障害者保健福祉手帳（１級および２級の者に限る）の交付を受けた者 

 

 

 

 

 

 

 

②受取方法 

「第Ⅸ章 １－（１）－②」を参照してください。 

 

③年金給付のタイプ 

「第Ⅸ章 １－（１）－③」を参照してください。 

 

ａ．年金の支給開始月 

「第Ⅸ章 １－（１）－③－ａ．」 を参照してください。 

 

ｂ．年金の支給予定期間 

年金（終身年金を除く）の支給予定期間は、下表の範囲内で規約に定められています。 

給付の種類 支給予定期間の範囲 

障害年金 ５年以上２０年以下 

（年金支給開始月が６０歳未満のときは、年金支給開始月から６０歳までの期間＋２０

年以下） 

 

 

 

 

 

・確定拠出年金に資産がある状態（掛金を積み立てて運用しているとき、年金を受取っているときなど）で、

７０歳までに病気や事故などにより高度障害者となった場合に受取ることができます。 

・一度裁定で支給可能となった資産は、障害の状態から回復した場合でも失権せず、そのまま受取ること

ができます。また加入者の状態であって資格喪失年齢に至るまでの間であれば複数回、一時金にて受取

ることもできます。 

注意 

 

複数の支給予定期間の選択が可能である旨規約で定められているときは、受給権者がその中から１種類の

支給予定期間を選択します。 

注意
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ｃ．年金の年間支給回数および支給月 

「第Ⅸ章 １－（１）－③－ｃ．」を参照してください。 

 

ｄ．年金支給日 

「第Ⅸ章 １－（１）－③－ｄ．」を参照してください。 

 

ｅ．ｂ．～ｄ．を踏まえた支給事例 

「第Ⅸ章 １－（１）－③－ｅ．」参照してください。   

 

ｆ．年金額 

「第Ⅸ章 １－（１）－③－ｆ．」を参照してください。 

 

（３）死亡一時金 

①受給要件 

加入者または運用指図者が死亡したときに、その者の遺族が死亡一時金の受給権を取得します。 

※ 死亡一時金を受取ることができる遺族は、下記のとおりです。 

ａ．加入者または運用指図者があらかじめ死亡一時金の受取人を指定している場合 

⇒あらかじめ指定された遺族 

ｂ．上記以外の場合 

⇒下記の確定拠出年金法で定められた先順位の遺族 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②受取方法 

一時金として受取ります。 

 

＜参考＞確定拠出年金法第４１条 

○以下のａ．→ｄ．の順  

ａ．配偶者 

ｂ．子、父母、孫、祖父母及び兄弟姉妹であって死亡した者の死亡の当時、主としてその収入によって

生計を維持していた者 

ｃ．ｂ．の者のほか、死亡した者の死亡の当時、主としてその収入によって生計を維持していた親族（６

親等以内の血族、３親等以内の姻族） 

ｄ．子、父母、孫、祖父母及び兄弟姉妹であってｂ．に該当しない者 

○ｂ．とｄ．に掲げる者については、ｂ．及びｄ．に掲げる順位によります。 

この場合、父母については養父母、実父母の順とし、祖父母については養父母の養父母、養父母の実父

母、実父母の養父母、実父母の実父母の順となります。 

なお、配偶者には事実上婚姻関係と同様の事情にあった者を含みます。 
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（４）脱退一時金 

①受給要件 

加入者資格喪失者（以下、「未移換者」）が、以下ａ．～ｃ．全ての支給要件を満たす場合に企業型年金にて

脱退一時金を請求することができます。 

ａ．未移換者である（移換の手続きをしていない） 

ｂ．請求日の前月末個人別管理資産額が１．５万円以下である 

ｃ．企業型加入者資格喪失日の翌月から６ヶ月を経過していない 

（例：６月中に資格喪失した場合、７月から数えて１２月末が期限となります。） 

 

②受取方法 

一時金として受取ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※上記の受給要件を満たさない場合、以下の条件を満たしている場合は、国民年金基金連合会に対して脱退一

時金を請求することができます。（２０１７年１月１日以降に資格喪失した方の脱退要件です。） 

・保険料免除者であること 

・通算拠出期間が３年以下、又は個人別管理資産額が２５万円以下であること 

・確定拠出年金の障害給付金の受給権者ではないこと 

・最後に企業型年金または、個人型年金の資格を喪失した日から２年以内であること 

・企業型確定拠出年金の脱退一時金を受給していないこと 

 

しかし、この場合の脱退一時金請求における事務においては、事業主が関わる部分はありません。資格喪

失をした後に、加入者が判断・手続きする事項になりますので、退職時には、「確定拠出年金（ＤＣ）退職後

 

死亡一時金の額は、すべての運用商品の現金化が完了した日の個人別管理資産額です。 

年金受給権者が死亡した場合、死亡月までの未支給の年金を、死亡一時金とともに支給します。なお、全額

を終身年金で受給している年金受給者が保証期間経過後に死亡したときは、原則として死亡一時金は支給

されません。 

注意

 

裁定請求処理時点で、未入金の掛金・制度移換金がある場合は、入金を待ってから資産額の判定を行いま

す。 

支給される一時金の額は、すべての運用商品の現金化が完了した日の個人別管理資産額です。 

（手数料徴収や価格変動等により、判定予定額※と相違する場合があります。） 

※「三井住友信託ライフガイド」から NRK の Web 画面（脱退一時金判定予定額照会）にアクセスするか、「三井住友信

託確定拠出年金コールサービス」へ照会することで確認可能です。 

注意
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のご案内（６０歳未満でご退職された皆様へ）」を加入者に配付してください。 

 


